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　平成29年第4回定例会は11月28日から12月12日
までの15日間の会期で開きました。
　この定例会には区長から、生活保護費の増額などを計
上した補正予算を含む24件の議案と報告3件が提出さ
れました。
　これらの議案はいずれも原案のとおり可決しました。
　また、議員からは「固定資産税及び都市計画税の減免
措置の継続に関する意見書」を含む2件の議案を提出し、
それぞれ可決しました。意見書は関係機関に送付しました。
　この定例会の会議録は、2月中にできあがります。会議
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228 号の
主な記事

　区民の皆様には健やかに新春をお迎えのこととお慶び申し上
げます。
　平成30年の新春を迎え、江戸川区議会を代表し、新年のご挨拶
を申し上げます。
　皆様からの温かいご支援とお力添えのもと、昨年5月の臨時会
で議長・副議長に選任されてから早くも半年あまりが経過しまし
た。本年も昨年以上に江戸川区のさらなる発展のために精進して
参る所存です。
　さて、日本中が待ち望んでいる東京2020オリンピック・パラリ
ンピック競技大会まで残り1000日を切りました。日に日に気持
ちが高まるとともに、区民の代表として、議会の代表としてこの
世界的な大会を成功させることへの決意で身が引き締まる思い
です。
　昨年は、東京オリンピック・パラリンピックへの機運を高めるた
めに、多くの区民の皆様とともにスポーツチャレンジデーに参加
し、惜しくも2位となりましたが、金賞をいただくことができまし
た。区民の皆様と心を一つにしてスポーツを楽しむことで大会へ
の機運を醸成する一途になったのではないでしょうか。さらに昨
年の7月にはオランダを相手国として「ホストタウン」に登録し、
人的・経済的・文化的な相互交流を通じたグローバル化の推進や
パラリンピックスポーツの普及など、大会の成功に向けた取り組

みを着実に進めております。
　また、開かれた区議会の取り組みとしましては、昨年ホームペー
ジのリニューアルを行いました。このリニューアルでは、スマート
フォンやタブレットでホームページや議会中継をご覧いただける
ようになったことに加え、区議会だよりにQRコードを掲載し、実
際の質問の様子もすぐにご覧いただけるようになるなど、区民の
皆様に身近な議会づくりへの取り組みが一層進んだ年でもありま
した。今後も区民の皆様とともに素晴らしい江戸川区の創造に尽
力して参ります。
　このように区民の幸せのためにさまざまな事業に取り組んで
おりますが、高齢化問題や未来を担う子どもの成長支援、公共施
設の老朽化、災害に強いまちづくりの構築など、さまざまな行政
課題を抱える中で、これからも常に現場の視点と感覚を大切に、
より区民の皆さまの期待と信頼を集められる議会づくりを進めて
参ります。
　今後も区民の皆様の変わらぬご理解とご支援をお願い申し上
げますとともに、ご健勝をお祈りして年頭のご挨拶といたします。

　平成30年新春
江戸川区議会　議　長　ふじさわ 進一
　　　　　　　副議長　伊藤　 てる子

新年を迎え皆様のご健康とご多幸を心からお祈りいたします

録の詳細は、区議会ホームページ、お近くの図書館、また
は区議会事務局でご覧ください。

「固定資産税及び都市計画税の減免
措置の継続に関する意見書」を含む
意見書２件を可決

第4回定例会日程
11月28日……議案上程、委員会付託、表決
　　30日……代表質問
12月　1日……一般質問
　　　4日……議案審査
　　　5日……請願・陳情等の審査
　　12日……委員会報告及び表決

戌の干支鈴（希望の家利用者作成）戌の干支鈴（希望の家利用者作成）

ふじさわ進一議長

伊藤てる子副議長
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皆さんから出された請願・陳情
新たに受理されたもの 付託委員会

104号 京葉交差点角の宝くじ店に対する土地収用法の適用に関する再度の陳情 建 設 委 員 会
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区長提出議案

予　
　
　

算

平成29年度江戸川区一般会計補正予算（第3号） 補正額：21億4,845万4千円　補正後の総額：2,432億1,563万8千円生活保護受給世帯の増加による生活保護費の増額等。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

平成29年度江戸川区一般会計補正予算（第4号） 補正額：2億3,238万6千円　補正後の総額：2,434億4,802万4千円特別区人事委員会の勧告等による職員の給与費の補正。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

平成29年度江戸川区国民健康保険事業特別会計
補正予算（第2号） 国民健康保険料額決定通知書等の作成等委託による債務負担行為の計上。○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

平成29年度江戸川区国民健康保険事業特別会計
補正予算（第3号）

補正額：△442万2千円　補正後の総額：834億4,618万9千円
特別区人事委員会の勧告等による職員の給与費の補正。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

平成29年度江戸川区介護保険事業特別会計補正
予算（第2号） 介護保険料額決定通知書等の作成等委託による債務負担行為の計上。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

平成29年度江戸川区介護保険事業特別会計補正
予算（第3号）

補正額：1,185万5千円　補正後の総額：408億1,905万7千円
特別区人事委員会の勧告等による職員の給与費の補正。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

平成29年度江戸川区後期高齢者医療特別会計補
正予算（第3号）

後期高齢者医療保険料額決定通知書等の作成等委託による債務負担行為
の計上。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

平成29年度江戸川区後期高齢者医療特別会計補
正予算（第4号）

補正額：1,009万1千円　補正後の総額：121億8,134万1千円
特別区人事委員会の勧告等による職員の給与費の補正。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

（
新
規
）

条
例

江戸川区生産緑地地区に定めることができる区
域の規模に関する条例

生産緑地法の改正に伴い、生産緑地地区の区域の規模を300平方メート
ル以上と定めるため、新たに条例を制定する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

条
例
（
一
部
改
正
）

職員の育児休業等に関する条例
地方公務員の育児休業等に関する法律の改正に伴い、一般職の非常勤職
員について、特に必要と認められる場合は、子どもが2歳に達する日ま
で育児休業を取得できるようにするほか、規定を整備する。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

江戸川区個人番号の利用に関する条例
区が行っている個人番号利用事務のうち、行政の効率化、区民の利便性
の向上につながる事務について、必要な限度で庁内連携するに当たり、
利用する特定個人情報を追加する。

○ ○ ○ × ○ × ○ 36 7 可決

江戸川区保育所条例 社会福祉法人えどがわによる運営に移行するため、南篠崎第三保育園を
を廃止する。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 38 5 可決

江戸川区地区計画の区域内における建築物の制
限に関する条例

条例の適用区域に東京都市計画平井五丁目駅前地区地区整備計画区域を
加える。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

江戸川区自転車駐車場条例 自転車駐車場について、指定管理者による管理が行えるよう、指定管理
者が行う業務の範囲、指定の手続き等の規定を整備する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

江戸川区立児童遊園設置及び管理に関する条例 土地返還の申出により、鹿骨東児童遊園を廃止する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

江戸川区立学校設置条例 小松川第二中学校の改築による移転に伴い、位置を変更するほか、規定
を整備する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

職員の給与に関する条例 ・特別区人事委員会の勧告に基づき、公民較差（526円、0.13％）を
解消するため、給料月額を引き上げる。
・民間における特別給の支給状況を勘案し、期末・勤勉手当の年間支給
月数を0.1月引上げ4.5月とする。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

幼稚園教育職員の給与に関する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

そ　

の　

他

江戸川区新川さくら館の指定管理者の指定 指定管理者は新川さくら館アイム・リンレイ共同事業体。指定期間は平
成30年4月1日から平成35年3月31日まで。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

江戸川区立希望の家の指定管理者の指定 指定管理者は社会福祉法人東京都知的障害者育成会。指定期間は平成
30年4月1日から平成35年3月31日まで。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

江戸川区立中央図書館及び江戸川区立鹿骨コ
ミュニティ図書館の指定管理者の指定

指定管理者は株式会社図書館流通センター。指定期間は平成30年4月1
日から平成35年3月31日まで。 ○ ○ ○ × ○ × ○ 36 7 可決

江戸川区立小岩図書館、江戸川区立松江図書館、
江戸川区立小松川図書館及び江戸川区立東部図
書館の指定管理者の指定

指定管理者は株式会社ヴィアックス。指定期間は平成30年4月1日から
平成35年3月31日まで。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 38 5 可決

江戸川区立葛西図書館、江戸川区立西葛西図書
館、江戸川区立東葛西図書館及び江戸川区立清
新町コミュニティ図書館の指定管理者の指定

指定管理者は株式会社図書館流通センター。指定期間は平成30年4月1
日から平成35年3月31日まで。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 38 5 可決

江戸川区篠崎公益複合施設、江戸川区立篠崎図
書館及び江戸川区立篠崎子ども図書館の指定管
理者の指定

指定管理者は篠崎SAパブリックサービス。指定期間は平成30年4月1
日から平成35年3月31日まで。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 38 5 可決

報
告

専決処分した事件の報告

江戸川区の私債権の管理に関する条例の規定に基づき、返済期限が到来
している生活一時資金、中小企業緊急特別対策資金及び三世代同居住宅
資金の各貸付金の返済を求める訴えの提起について、5件の専決処分を
行った。

専決処分した事件の報告 江戸川区の私債権の管理に関する条例の規定に基づき、生活一時資金貸
付金の返済を求める訴えに係る和解について、1件の専決処分を行った。

議決を得た契約の契約変更 ・江戸川区立第三松江小学校改築に伴う機械設備工事
・江戸川区立葛西小学校・葛西中学校教室棟外解体工事

議員提出議案

29号 固定資産税及び都市計画税の減免措置の継続に関する意見書 詳しくは6ページの「議員から提出された議案」をご覧ください。
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 43 0 可決

30号 東京都受動喫煙防止条例化に関する意見書 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 38 5 可決

今回の定例会で結果が出された請願・陳情
68号 江戸川区議会議員の政務活動費の支払明細書及び領収書等のホームページ公開を求める陳情 趣旨 趣旨 趣旨 趣旨 趣旨 趣旨 趣旨 43 0 趣旨採択※

70号 江戸川区議会議員の政務活動費に関する支払明細書及び領収書のネット公開を求める陳情 趣旨 趣旨 趣旨 趣旨 趣旨 趣旨 趣旨 43 0 趣旨採択※

98号 固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続について意見書の提出に関する陳情 採択 採択 採択 採択 採択 採択 採択 43 0 採択

99号 固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続について意見書の提出に関する陳情 採択 採択 採択 採択 採択 採択 採択 43 0 採択

※趣旨採択…議会としては、願意について十分理解できるものの、当分の間は願意どおりの実現は困難であるため「趣旨には賛成である」という意味の議決です。

議案等の概要と結果
（○…賛成、×…反対）

会派名：自民…自由民主党、公明…公明党、民進…民進党、共産…日本共産党
　　　　江戸…江戸川クラブ、生ネ…生活者ネットワーク　　　　　　　　　

（議長を除く　計 43人）
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代表質問代表質問

手話言語条例の制定を!
災害対策のさらなる充実を!

問　全国で手話言語条例を制定する動きが加速　全国で手話言語条例を制定する動きが加速
しており、本区も今年6月に全国手話言語市区しており、本区も今年6月に全国手話言語市区
町村会に加入し、手話の普及・啓発に努めている。町村会に加入し、手話の普及・啓発に努めている。
また、昨年 4月には障害者差別解消法が施行また、昨年 4月には障害者差別解消法が施行
され、障害のある人もない人も共に生きる社会され、障害のある人もない人も共に生きる社会
の実現が求められていることから、本区におの実現が求められていることから、本区にお
いても手話言語条例を制定する時期にあるといても手話言語条例を制定する時期にあると
考えるが、区長の考えは。考えるが、区長の考えは。

答　議会や障害者団体等からの要請や昨今の
社会情勢を踏まえると本区においても条例を
制定する時期にきている。次期の定例会にお
いて提案したいと考えている。
問　東京オリンピック・パラリンピックに関連　東京オリンピック・パラリンピックに関連
してして
① 2020 年東京オリンピック・パラリンピック① 2020 年東京オリンピック・パラリンピック
開催に向け、今年 7月にオランダを相手国と開催に向け、今年 7月にオランダを相手国と
して人的・経済的・文化的な相互交流を図るして人的・経済的・文化的な相互交流を図る
「ホストタウン」に登録したが、今後の交流事業「ホストタウン」に登録したが、今後の交流事業
の進め方は。の進め方は。
②障害者スポーツ実施率の向上を図るととも②障害者スポーツ実施率の向上を図るととも
に、障害の有無や年齢、性別など、人々の多様なに、障害の有無や年齢、性別など、人々の多様な
あり方を認め合える共生社会の実現を目指すあり方を認め合える共生社会の実現を目指す
「Game Changer プロジェクト」実施により「Game Changer プロジェクト」実施により
期待される効果と具体的な事業の進め方は。期待される効果と具体的な事業の進め方は。
③東京都が、オリンピック・パラリンピックに③東京都が、オリンピック・パラリンピックに
向けた機運醸成と都民の健康増進を目的に、向けた機運醸成と都民の健康増進を目的に、
ラジオ体操を活用した「みんなでラジオ体操プラジオ体操を活用した「みんなでラジオ体操プ
ロジェクト」を2020 年まで実施することを受け、ロジェクト」を2020 年まで実施することを受け、
今後本区として東京オリンピック・パラリンピッ今後本区として東京オリンピック・パラリンピッ
クへの機運醸成と合わせて、区民のスポーツクへの機運醸成と合わせて、区民のスポーツ
参加率を高めるためにどのようにラジオ体操を参加率を高めるためにどのようにラジオ体操を
活用していくのか。活用していくのか。
答　①区民の皆様や関係団体と協力しながら
文化・福祉・スポーツ・産業等幅広い分野で事
業を展開し、大会の機運醸成や成功に向けて
オランダとの交流を進めていく。
②オランダの障害者スポーツに対する取り組み
を学びながら、障害者スポーツを普及・充実さ
せ、障害の有無に関わらず、誰もが輝くことが
できる共生社会の実現を目指していく。
③ラジオ体操連盟をはじめとする関係機関と
協力し、毎年全区的にラジオ体操大会を実施
している。今後も区民が自主的に実施している
ラジオ体操の取り組みを普及・啓発しながら
オリンピック・パラリンピックの機運醸成を
していく。
問　東京都は「東京都子どもを受動喫煙から　東京都は「東京都子どもを受動喫煙から

守る条例」を成立し平成 30 年 4月1日から守る条例」を成立し平成 30 年 4月1日から
施行予定である。この条例では家庭や公園、施行予定である。この条例では家庭や公園、
学校の周辺等において、子どもの受動喫煙防止学校の周辺等において、子どもの受動喫煙防止
に努める必要があると定められているが、本区に努める必要があると定められているが、本区
における子どもの受動喫煙防止の進め方は。における子どもの受動喫煙防止の進め方は。
答　受動喫煙防止に対する区民への啓発を力
強く進めていく。区もこれまで区内施設での
分煙化等の受動喫煙対策を推進しており、今後
も具体的な取り組みを検討していく。
問　災害対策について　災害対策について
①水防法等の一部改正により、要配慮者施設の①水防法等の一部改正により、要配慮者施設の
管理者等に対し、災害発生時の避難計画策定管理者等に対し、災害発生時の避難計画策定
や避難訓練の実施が義務付けられたが、計画や避難訓練の実施が義務付けられたが、計画
の策定には専門知識が必要であることから、の策定には専門知識が必要であることから、
避難確保計画策定への支援を。避難確保計画策定への支援を。
②災害弱者への情報伝達支援の観点から、文②災害弱者への情報伝達支援の観点から、文
字や画像でも災害情報を伝えることができる字や画像でも災害情報を伝えることができる
「V-ALERT」受信機の優先的な導入を。「V-ALERT」受信機の優先的な導入を。
③今年10月に発生した台風 21号による水位③今年10月に発生した台風 21号による水位
上昇等を踏まえ、本区の高潮対策の現状は。上昇等を踏まえ、本区の高潮対策の現状は。
答　①本区の特性に基づいた避難計画策定の
手引きを作成し、各施設における避難計画策定
への支援をしていく。
② V-ALERTは導入が始まったばかりである
ため、仕組みや費用対効果を含めて機能等に
ついて、今後精力的に研究していく。
③台風 21号ではキティ台風と同じ潮位まで
上昇したが、特段被害は無かった。現在、堤防
等の耐震対策を進めており、今後も区民の生
命・財産を守るために万全な対策を進める。

次世代の夢を育む、誰もが
安全安心の地域社会を

問　平成29年の総括と来年度予算編成に向け　平成29年の総括と来年度予算編成に向け
た区長の決意を問う。た区長の決意を問う。
答　重要な課題に取り組んだ年。新年度はさら
に子育て支援や高齢化、災害対策などに対して
強固な財政基盤を構築し取り組んでいく。
問　公共施設の今後の方向性について　公共施設の今後の方向性について
①船堀四丁目都有地への本庁舎移転について①船堀四丁目都有地への本庁舎移転について
の進捗状況は。の進捗状況は。
②区役所移転後の地域の賑わいを持つ跡地利②区役所移転後の地域の賑わいを持つ跡地利
用についての考えは。用についての考えは。
③グリーンパレスや総合体育館等の老朽化した③グリーンパレスや総合体育館等の老朽化した
大型公共施設の適正配置についての考えは。大型公共施設の適正配置についての考えは。
④江戸川清掃工場の建替えにより平成 31年で④江戸川清掃工場の建替えにより平成 31年で
廃止される「くつろぎの家」の今後は。廃止される「くつろぎの家」の今後は。
⑤施設整備推進の検討体制とスケジュールは。⑤施設整備推進の検討体制とスケジュールは。
答　①都有地の取得について早期に答えを得ら
れるように積極的に努力していく。
②新庁舎建設と併せて賑わいのある跡地の活用
を検討していく必要があると考えている。
③大型公共施設の適正配置の議論を進めるため、
人口動向や地域課題、コスト等を調査し、今
年度末を目途に結果を提示したい。さまざまな
角度から分析し議論を進めていく。
④東部地域の施設需要等を考慮し検討していく。
⑤公共施設の適正配置について総合的に検討
する中で、個々の施設整備を検討していく。

現在進めている調査・分析を早急にまとめる。
問　児童相談所の開設とともに、子どもを公的　児童相談所の開設とともに、子どもを公的
責任で保護する「社会的養護」の体制整備が責任で保護する「社会的養護」の体制整備が
必要であるが具体的な整備の進め方は。必要であるが具体的な整備の進め方は。
答　良好な家庭的環境が保てる施設をコンセ
プトに児童養護施設整備を進めるとともに、
関係機関と連携し、里親の周知を行っている。
問　これまでさまざまな発達障がい支援を行っ　これまでさまざまな発達障がい支援を行っ
てきたが、相談体制の充実やライフステージにてきたが、相談体制の充実やライフステージに
沿った支援など、一層の支援の充実を。沿った支援など、一層の支援の充実を。
答　平成 31年度中の開設をめざし、児童発達
支援センターの設置や新たなネットワークの
構築など支援の充実を図っていく。
問　読書科のさらなる推進について　読書科のさらなる推進について
①改定の基本的な考え方と今後の予定は。①改定の基本的な考え方と今後の予定は。
②円滑な実施に向けた学校に対する支援は。②円滑な実施に向けた学校に対する支援は。

答　①生涯にわたって主体的に学び続けていく
ための資質・能力の育成を目標に、義務教育
の段階に応じて指導内容を設定した。平成 30
年 4月から新たな指導を実施していく。
②指導指針を解説した冊子を配布するなど、
指導を行いやすい環境を整える。また、新たな
研修会の実施や研究校の授業公開、説明会等
を開催し指導方法の普及・啓発を図る。

江戸川区の歴史文化の醸成と
三世代同居の推進を!

問　江戸川区の歴史文化について　江戸川区の歴史文化について
①住んでいる地域の歴史や文化を知ることは①住んでいる地域の歴史や文化を知ることは
地域愛を育むうえで大切である。郷土資料室地域愛を育むうえで大切である。郷土資料室
などで本区の歴史・文化に触れる機会はあるが、などで本区の歴史・文化に触れる機会はあるが、
さらなる地域愛の醸成のため、当時の江戸川さらなる地域愛の醸成のため、当時の江戸川
区を知る方々から話を聞く機会の提供を。区を知る方々から話を聞く機会の提供を。
②学校教育の中で本区の歴史・文化、また、②学校教育の中で本区の歴史・文化、また、
学校や地域の移り変わりを知る機会の提供を。学校や地域の移り変わりを知る機会の提供を。
答　①地域の方から実際に話を聞くことは、
住民の想いや願望を直接知ることができるため
大変重要である。学校の授業の中で地域に対
する興味を深める教育をしていきたい。
②小学校では「わたしたちの江戸川区」、中学校
では「のびゆく江戸川区」を活用し、産業や街
の成り立ちについて学んでいる。また、ゲスト
ティーチャーを招いて話を聞くなど、さまざま
な角度から学習機会を設けている。
問　学校選択制について　学校選択制について
①学校選択制は子どもに合った教育の学校を①学校選択制は子どもに合った教育の学校を
選択できるメリットがある一方で、地域との選択できるメリットがある一方で、地域との
連携が取りにくいという課題があるが、学校連携が取りにくいという課題があるが、学校
選択制度の導入経緯と制度趣旨は。選択制度の導入経緯と制度趣旨は。
②小学校入学時に学校選択制を利用した児童・②小学校入学時に学校選択制を利用した児童・
生徒が、通学した小学校と同じ学区の中学校に生徒が、通学した小学校と同じ学区の中学校に
進学できる制度を。進学できる制度を。
答　①平成15年から中学校で、平成16年から
小学校で制度を開始した。学校の活性化や児
童・生徒等のニーズに応える特色づくりを推進
しながら、現在まで実施している。

自由民主党

高木　ひでたか

手話言語条例の制定

公明党

田中　じゅん子

読書科のさらなる推進

民進党

神尾　てるあき

区政への質問
　11月30日に代表質問、12月1日に一般質問が行われ、区政全般の課題について
活発な論議が展開されました。ここでは質問と答弁の要旨を掲載します。
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②学校選択制は学区域に基づき、安定的に運用
されているため、見直しは考えていない。
問　三世代同居について　三世代同居について
①三世代同居の推進は、祖父母に孫の世話を①三世代同居の推進は、祖父母に孫の世話を
してもらうことによる少子化対策に加え、親のしてもらうことによる少子化対策に加え、親の
介護のしやすさなど社会的効果がある。これ介護のしやすさなど社会的効果がある。これ
まで三世代同居を推進する施策を実施してきたまで三世代同居を推進する施策を実施してきた
が、現在は廃止になっていることから、制度のが、現在は廃止になっていることから、制度の
再実施を含め三世代同居の推進を。再実施を含め三世代同居の推進を。
②三世代同居をモデルとした地域包括ケア②三世代同居をモデルとした地域包括ケア
システムのさらなる推進を。システムのさらなる推進を。

答　①昭和 47年から平成 21年まで三世代同
居を推進するために補助制度を実施してきた。
データの収集を行い、今後の対応を検討する。
②地域包括ケアシステムの中でも新たな支援の
必要性を研究していきたい。

積立基金区民優先に。保険料
抑え、全家庭に育児支援を

問　区財政について　区財政について
①積立基金残高に対する経済財政諮問会議の①積立基金残高に対する経済財政諮問会議の
有識者議員からの指摘についての考えは。有識者議員からの指摘についての考えは。
②退職者不補充等の人件費抑制政策の見直しを。②退職者不補充等の人件費抑制政策の見直しを。
答　①学校改築や老朽公共施設の建替え、災害
対策等のために基金を積み立てている。
②基金を貯めるための人件費抑制策ではない。
問　国民健康保険・介護保険制度について　国民健康保険・介護保険制度について
①国民健康保険新制度の保険料の見通しは。①国民健康保険新制度の保険料の見通しは。
②国や都へ国保料の公費負担を求める要望を。②国や都へ国保料の公費負担を求める要望を。
③特別区の統一保険料方式等による国保料抑制③特別区の統一保険料方式等による国保料抑制
の見通し及び一般財源繰入の考えは。の見通し及び一般財源繰入の考えは。
④介護保険準備基金活用と保険料の見通しは。④介護保険準備基金活用と保険料の見通しは。
⑤国に介護報酬引き上げで現場を守る要望を。⑤国に介護報酬引き上げで現場を守る要望を。
答　①保険料は約15万 3千円で、28 年度と
比較すると約2万 7千円程度の増額見込み。
②これまで同様、国の責任で財政措置を講じる
よう求めていく。今後は都が財政運営の責任主体
となるため、各区市町村の財政課題に対して
調整機能が発揮されるよう求めていく。
③保険料等について23区で慎重に協議している。
法定外繰入は解消するべきである。
④保険料は保険給付費等により決定される。
基金の活用は計画改定委員会で検討していく。
⑤介護従事者の適切な報酬設定を要望している。
問　北小岩一丁目東部地区の地耐力不足の原因　北小岩一丁目東部地区の地耐力不足の原因
について科学的・技術的な見地から説明を。について科学的・技術的な見地から説明を。
答　プレロード盛土を行ったが、宅地利用に
十分な地耐力が確保されなかった。今回の教訓
を活かし、上篠崎一丁目は国の対応を確認した
上で、住民に丁寧に説明しながら整備を進める。
問　気軽に利用できる子育て支援の拡充を　気軽に利用できる子育て支援の拡充を
①児童相談所建設の進捗状況は。①児童相談所建設の進捗状況は。
②児童養護施設の設置基準、他自治体と連携は。②児童養護施設の設置基準、他自治体と連携は。
③共育プラザで実施している子育てひろばの③共育プラザで実施している子育てひろばの
一時預かり事業の拡大と利用料の負担軽減を。一時預かり事業の拡大と利用料の負担軽減を。
④出産直後の全家庭に育児・家事支援を気軽④出産直後の全家庭に育児・家事支援を気軽

に利用できる無料クーポン配布の検討を。に利用できる無料クーポン配布の検討を。
答　①人材育成のため近隣自治体への派遣拡大
を計画。施設整備は敷地2,286m2、地上4階
建 4,500m2 の延床面積を予定している。
②家庭に近い雰囲気を保証できる施設を目指す。
認可権者として管理していくことは当然。東京
都等との連携はあるべき姿を探求している。
③ファミリーサポート協力会員のボランティア
で実施しており、強要はできない。一時預かり
に限っての負担軽減は考えていない。
④養育家庭訪問事業をすべての新生児家庭へ
拡大することは考えていない。

障がい者が障がいを誇りに
思える社会の実現を!

問　障がいを抱え、日常生活で医療的ケアを　障がいを抱え、日常生活で医療的ケアを
継続的に必要とする「医療的ケア児」は増加して継続的に必要とする「医療的ケア児」は増加して
いるが、本人や家族を支える支援体制は不十分いるが、本人や家族を支える支援体制は不十分
である。医療的ケア児のいる家庭では、24時間である。医療的ケア児のいる家庭では、24時間
付ききりの介助で就労できないことによる経済付ききりの介助で就労できないことによる経済
的困窮や身体的・精神的な負担による両親の的困窮や身体的・精神的な負担による両親の
離婚など、家庭環境が悪化する事例もある。離婚など、家庭環境が悪化する事例もある。
医療的ケア児を支える家族の包括的な支援と医療的ケア児を支える家族の包括的な支援と
して、福祉サービスの利用状況や介助者の健康して、福祉サービスの利用状況や介助者の健康
状況を含めた総合的な実態調査と、家族の相状況を含めた総合的な実態調査と、家族の相
談を受け必要な医療や福祉サービスに繋げる談を受け必要な医療や福祉サービスに繋げる
コーディネーターの配置を。コーディネーターの配置を。
答　医療的ケア児と保護者への支援には多くの
課題があることは認識しており、今後も実情
を把握しながら、積極的に力強く取り組んで
いかなければならないと考えている。
問　日本には「何人も、障がい者に対して、　日本には「何人も、障がい者に対して、
障がいを理由として差別すること、その他の障がいを理由として差別すること、その他の
権利利益を侵害する行為をしてはならない」と権利利益を侵害する行為をしてはならない」と
明記された障害者基本法が存在しているが、明記された障害者基本法が存在しているが、
社会的な認知度は低く、健常者の画一的な判断社会的な認知度は低く、健常者の画一的な判断
により、障がい者は不幸な人にさせられている。により、障がい者は不幸な人にさせられている。
しかし、障がいは国籍や性別のような個性でしかし、障がいは国籍や性別のような個性で
あり、「障がいを個性として捉える社会」、「自分あり、「障がいを個性として捉える社会」、「自分
の障がいを誇りに思える社会」の実現が必要での障がいを誇りに思える社会」の実現が必要で
ある。障がい者の人権と個性の尊重についてのある。障がい者の人権と個性の尊重についての
考えは。考えは。

答　人権とは、一人の人間としていかなる差別も
受けることなく、人間らしい人生が保証される
ことであると考えている。
問　障がい者の親亡き後問題は、生活拠点と　障がい者の親亡き後問題は、生活拠点と
医療・介護施設の確保、介護サービスや入院等医療・介護施設の確保、介護サービスや入院等

の契約行為などさまざまに存在しているが、の契約行為などさまざまに存在しているが、
公的支援や社会資源が不十分であることから、公的支援や社会資源が不十分であることから、
心細さを感じている方々がいる。親亡き後問題心細さを感じている方々がいる。親亡き後問題
の解消にどのように取り組んでいくのか。の解消にどのように取り組んでいくのか。
答　親亡き後の施設対策は、非常に困難な問題
であり、簡単に克服できるものではないが、
施設の拡充に向け、最大限努力していく。

一般質問一般質問

水害から守る治水対策の推進!
CO2削減等宅配BOX設置支援を!

問　今年10月の台風 21号では大和川の氾濫　今年10月の台風 21号では大和川の氾濫
により、道路決壊や冠水、崖崩れなど甚大なにより、道路決壊や冠水、崖崩れなど甚大な
被害をもたらすとともに、最下流の水位観測所被害をもたらすとともに、最下流の水位観測所
では計画高水位を超過し、堤防決壊の可能性では計画高水位を超過し、堤防決壊の可能性
のある緊急事態に陥った。大河川の下流域にのある緊急事態に陥った。大河川の下流域に
ある本区においても同様の状況に陥る可能性がある本区においても同様の状況に陥る可能性が
あり、治水対策を引き続き推進していく必要があり、治水対策を引き続き推進していく必要が
ある。北小岩一丁目東部地区の区画整理事業ある。北小岩一丁目東部地区の区画整理事業
では、唐突な事業仕分けで一旦廃止等、さまでは、唐突な事業仕分けで一旦廃止等、さま
ざまな紆余曲折があったが、今年9月、ついにざまな紆余曲折があったが、今年9月、ついに
権利者への土地の引き渡しが始まった。重い権利者への土地の引き渡しが始まった。重い
教訓を踏まえ、上篠崎一丁目北部土地区画整理教訓を踏まえ、上篠崎一丁目北部土地区画整理
事業全体の進捗状況は。また、事業を進めて事業全体の進捗状況は。また、事業を進めて
いく上で、どのような工夫をしていくのか。いく上で、どのような工夫をしていくのか。
答　篠崎公園の高台化、緑地整備、都市計画
道路、高規格堤防事業の4つの事業を一体的に
進めることで、大規模な高台避難広場の創出や
堤防強化等により、区全体の防災機能の向上に
繋げることができる。現在、住民の意向確認や
墓地移転についての関係者との協議、北小岩
一丁目地区区画整理事業の教訓を踏まえ、国
と地盤整備の具体的な工法を検討している。
平成 32年の第一次移転を契機に平成 39年度
まで段階的に移転整備を進める。地域の皆様
と話し合いながら、災害に強い安全・安心に
暮らせるまちづくりを進めていく。
問　インターネット環境の普及により電子商　インターネット環境の普及により電子商
取引が急激に発展し、宅配便取扱個数が増加取引が急激に発展し、宅配便取扱個数が増加
傾向にあるが、約2割の荷物が再配達となり、傾向にあるが、約2割の荷物が再配達となり、
ドライバー不足や超過労働等が深刻になってドライバー不足や超過労働等が深刻になって
いる。また、再配達により国内で年間 42万トいる。また、再配達により国内で年間 42万ト
ンの COンの CO2 が排出されている。対策として宅配が排出されている。対策として宅配
ボックスの設置が効果的であるが、認知度のボックスの設置が効果的であるが、認知度の
低さや設置費用の問題等により、十分に設置が低さや設置費用の問題等により、十分に設置が
進んでいない。区民サービスの向上やドライ進んでいない。区民サービスの向上やドライ
バーの負担軽減による働き方改革の推進に加バーの負担軽減による働き方改革の推進に加
え、日本一のエコタウンを目指し、COえ、日本一のエコタウンを目指し、CO2 排出排出
量を削減するため、区の公共施設への設置を量を削減するため、区の公共施設への設置を
含め、宅配ボックス設置の普及促進を。含め、宅配ボックス設置の普及促進を。
答　再配達による労働力損失やCO2 排出量の
増加は認識している。今後は国の再配達のない
宅配を目指すキャンペーンや宅配ボックス設置
の補助金の周知に積極的に取り組んでいく。
さらに宅配ボックス設置などの再配達削減の
効果的な取り組みを第2次エコタウンえどがわ
推進計画に加えるなど、CO2削減に向けた区民
の実践行動に結びつけていく。
問　2020年東京オリンピック・パラリンピック　2020年東京オリンピック・パラリンピック
に向け、パラスポーツフェスタえどがわ等をに向け、パラスポーツフェスタえどがわ等を
開催し、障害者スポーツの体験や啓発するイベ開催し、障害者スポーツの体験や啓発するイベ

三世代同居の推進
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ント等を開催している。2年後のラグビーワーント等を開催している。2年後のラグビーワー
ルドカップ自国開催を見据え、イベント等にルドカップ自国開催を見据え、イベント等に
ウィルチェアラグビーを取り入れ、機運醸成とウィルチェアラグビーを取り入れ、機運醸成と
障害者スポーツのさらなる充実を。障害者スポーツのさらなる充実を。
答　ウィルチェアラグビーは障害者スポーツの
魅力を伝えやすい競技である。関係者と協議し、
魅力をPRする事業を計画していく。早速、来
年度の第3回パラスポーツフェスタえどがわで
ウィルチェアラグビーの体験教室等を実施して
行きたい。
問　双子や三つ子の多胎児の妊娠は、妊娠管理　双子や三つ子の多胎児の妊娠は、妊娠管理
や出産後の子育てにおいて身体的、経済的にや出産後の子育てにおいて身体的、経済的に
負担が大きいことから、区は双子・三つ子の負担が大きいことから、区は双子・三つ子の
保護者の情報交流の場として「バナナクラブ」保護者の情報交流の場として「バナナクラブ」
の開催や子ども毎の乳児養育費の支給等をの開催や子ども毎の乳児養育費の支給等を
行っている。さらに踏み込んだ支援のため、行っている。さらに踏み込んだ支援のため、
妊婦健診費用超過分の公費負担やファミリー妊婦健診費用超過分の公費負担やファミリー
サポート事業等の既存支援策の拡充など、多サポート事業等の既存支援策の拡充など、多
胎児子育て支援のさらなる充実を。胎児子育て支援のさらなる充実を。
答　単胎育児に比べ、多胎児の育児の方が育
児不安や産後うつ、虐待のリスクが高いことは
認識している。現在、厚生労働省が多胎育児
家庭に対する支援等の調査研究に取り組んで
おり、その動向を見極めながら区として出来る
方策を研究していく。

「なごみの家」及び
子育て支援のさらなる拡充を

問　地域包括ケアシステムの拠点である「なごみ
の家」の整備による成果と今後の予定は。
答　平成 30 年度に4ヵ所の開設を予定して
おり、将来的には区内15ヵ所で設置を予定
している。29年度は7カ月間で1万6519人
の方が訪れた。地域支援会議で地域の課題と
対応について議論しており、その話し合いの中
から見守り活動が始まった。今後もお互いが
支え合う地域づくりに取り組んでいく。
問　本区の子育てひろばについて　本区の子育てひろばについて
①地域の子育て支援の拠点である「子育て①地域の子育て支援の拠点である「子育て
ひろば」の現状と課題は。ひろば」の現状と課題は。
②「子育てひろば②「子育てひろば」の所管を一元化することにの所管を一元化することに
なった経緯と時期は。また、子育て支援の充実なった経緯と時期は。また、子育て支援の充実
に向けた今後の取り組みは。に向けた今後の取り組みは。
答　①子育て中の親子が気軽に集い、他の親子
と交流できる場所として、20ヵ所で年間32万
人を超える利用がある。多くの家庭に利用して
もらえるように周知や各子育てひろばの魅力
づくりなどをしていく。
②3つの部署にまたがっている所管を一元化し、
子育ての不安や悩みを解消できる場所として
充実を図る。見守りや声掛けの体制を整え、
課題を抱えている方を必要に応じて専門機関
につなげる機能を充実していく。
問　区内14ヵ所の子ども食堂ネットワークを　区内14ヵ所の子ども食堂ネットワークを
構築し、食堂間の情報共有、ボランティアや構築し、食堂間の情報共有、ボランティアや
食材等の確保、さらには支援が必要な子ども食材等の確保、さらには支援が必要な子ども
たちを関係機関に繋げるなど、区としての後方たちを関係機関に繋げるなど、区としての後方
支援と子どもたちへの情報発信の拡大を。支援と子どもたちへの情報発信の拡大を。
答　区内14ヵ所の子ども食堂の関係者と意見
交換を行い、区民への周知や食堂間のネット
ワーク構築の必要性を感じた。今後は地域の
尊い活動の自主性を損なわないよう、区として
できる後方支援の方法を検討していく。

問　昭和 44 年から葛西南部地域、昭和 62年　昭和 44 年から葛西南部地域、昭和 62年
から東葛西八丁目東部など、周辺地区は区画から東葛西八丁目東部など、周辺地区は区画
整理が実施されたが、東葛西八丁目西側部分整理が実施されたが、東葛西八丁目西側部分
については地域の同意を得られず、整備の実施については地域の同意を得られず、整備の実施
に至らなかった。この地域は長年東京都からに至らなかった。この地域は長年東京都から
区画整理が必要な地域とされ、災害時の避難区画整理が必要な地域とされ、災害時の避難
路遮断など安全確保が懸念されていることか路遮断など安全確保が懸念されていることか
ら、東葛西八丁目西側地域の新しい街づくりを。ら、東葛西八丁目西側地域の新しい街づくりを。
答　これまでも区画整理の機会はあったが、
合意に至らなかった。今後も区画整理に対する
合意形成の状況を見守っていく。

京葉道路の渋滞緩和策
電線類の地中化・庁舎移転

問　京葉交差点の渋滞緩和は地域住民にとって　京葉交差点の渋滞緩和は地域住民にとって
喫緊の課題である。渋滞緩和には京葉道路の喫緊の課題である。渋滞緩和には京葉道路の
拡幅事業及び立体化、また、京葉交差点への拡幅事業及び立体化、また、京葉交差点への
左折レーンの新設が有効であるが、京葉道路左折レーンの新設が有効であるが、京葉道路
拡幅工事の買収作業の現状と京葉交差点への拡幅工事の買収作業の現状と京葉交差点への
左折レーン新設の進捗状況は。左折レーン新設の進捗状況は。
答　京葉道路拡幅工事の用地取得率は、小松
川警察署から東側に500メートルのⅠ期区間で
76%であり、さらに 29 年度内に1件の買収
契約を締結予定。船堀街道南下方向の左折
レーンは埋設物移設工事等が終了しているが、
入札不調だったため工事を再度発注し、平成
30年 7月下旬の完了を目指す。引き続き、国
土交通省及び東京都に働きかけていく。
問　東京都はオリンピック・パラリンピック　東京都はオリンピック・パラリンピック
競技大会の開催に向け、「東京都無電柱化推進競技大会の開催に向け、「東京都無電柱化推進
計画」に基づいて防災機能の強化、安全で快適計画」に基づいて防災機能の強化、安全で快適
な歩行空間の確保、良好な都市計画の創出等な歩行空間の確保、良好な都市計画の創出等
を目的に無電柱化を推進しているが、本区にを目的に無電柱化を推進しているが、本区に
おける電線類の地中化の進捗状況は。おける電線類の地中化の進捗状況は。
答　区では都市計画道路の新規整備にあわせて
電線の地中化に取り組んでいるが、費用の問題
や水道・ガス等の移設のため、整備には長い期
間が必要である。都の補助制度「無電柱化チャ
レンジ支援事業」で今井街道の地中化を検討し
ている。国や都へ技術革新やコスト削減を働
きかけ、整備促進を図っていく。
問　自転車は誰でも乗れる乗り物であるが、　自転車は誰でも乗れる乗り物であるが、
交通ルールの理解不足や軽視などの問題がある。交通ルールの理解不足や軽視などの問題がある。
自転車事故の約3分の 2が自転車利用者側の自転車事故の約3分の 2が自転車利用者側の
交通違反が原因であることから、自転車利用者交通違反が原因であることから、自転車利用者
の損害賠償保険加入の義務化を。の損害賠償保険加入の義務化を。
答　交通安全教室等で交通ルール及びマナー
遵守の啓発と保険の加入促進をしていく。
問　区役所現庁舎は耐震性が低く、コンクリート　区役所現庁舎は耐震性が低く、コンクリート
の耐用年数の経過、部署の分散化等の問題がの耐用年数の経過、部署の分散化等の問題が
あり、船堀への移転が必要である。今後の庁舎あり、船堀への移転が必要である。今後の庁舎
移転についての方向性と予算のあり方、現庁舎移転についての方向性と予算のあり方、現庁舎
の跡地利用等についての考えは。の跡地利用等についての考えは。
答　都から用地買収についての回答は得られて
いないが、早期実現に向けて努力していく。
また、財源や跡地の活用問題を含めて地域住民
や議会に相談していく。

羽田増便撤回を!学校司書
全校配置、給食費無償化を

問　羽田空港増便、新ルート案について
①国は羽田空港の増便と飛行経路を変更予定
であるが、航空機事故や落下物事故が続いて
いることから、新ルート案の撤回要請を。
②コミュニティミーティング開催の要請を。
答　①航空機増便は、空港の国際化のために
必要であり、国への新ルート案の撤回は求め
ない。落下物を未然に防止するため、機会を
捉え国に要請している。
②国は取り組んでおり、今後も要請していく。
問　教育行政について　教育行政について
① 2020 年からの新学習指導要領では、「調べ① 2020 年からの新学習指導要領では、「調べ
学習」が一層重視され、学校図書館の役割が学習」が一層重視され、学校図書館の役割が
重要になることから、学校図書館司書の全校重要になることから、学校図書館司書の全校
配置計画の策定と司書の直接雇用を。配置計画の策定と司書の直接雇用を。
②来年度から全小学校に配置される特別支援②来年度から全小学校に配置される特別支援
教室に教員が巡回し、学習障害等をもつ子ども教室に教員が巡回し、学習障害等をもつ子ども
たちが自分の学校で学習支援を受けられることたちが自分の学校で学習支援を受けられること
となった。通級指導学級で行っていた教育内容となった。通級指導学級で行っていた教育内容
を保証するため、都に対して教員増員の要請を。を保証するため、都に対して教員増員の要請を。
また、区独自で拠点校への講師配置を。また、区独自で拠点校への講師配置を。
③通級指導学級の施設を残すとともに、巡回③通級指導学級の施設を残すとともに、巡回
指導を支える専門員への研修等の実施を。指導を支える専門員への研修等の実施を。
④義務教育の無償化、経済的な子育て支援の④義務教育の無償化、経済的な子育て支援の
観点から、第3子からの給食費無償化実施を。観点から、第3子からの給食費無償化実施を。
答　①学校図書館司書を配置している学校の
成果や他校の状況を踏まえて、来年度以降の
図書館司書の配置・活用を検討する。現段階
では司書の直接雇用は考えていない。
②都の教員配置基準に基づき、巡回指導員の
配置数が決められている。都から各小学校に
1名ずつ配置される特別支援教室の専門員を
効果的に活用していくため、教員増員の要望や
区独自の講師配置を検討する予定はない。
③巡回指導は各学校のエンカレッジルームで
実施する予定であり、これまで使用してきた
施設の活用方法は各学校の管理職等と協議して
いく。また、専門員の資質向上については、
管理職や巡回指導員からの助言が重要であり、
専門員を対象とした研修や交流の予定はない。
④区独自での給食費の無償化は考えていない。
国や都で給食費の無償化について検討されて
おり、今後動向を注視していく。

南葛西地区の土壌汚染
について

問　南葛西地区の土壌汚染について　南葛西地区の土壌汚染について
①南葛西地区の土壌汚染問題は、昭和 43 年①南葛西地区の土壌汚染問題は、昭和 43 年
頃の廃棄物の不法投棄による土壌汚染問題に頃の廃棄物の不法投棄による土壌汚染問題に
取り組んでこなかったために解決されず、現在取り組んでこなかったために解決されず、現在
まで続いている。この問題を将来に残さないまで続いている。この問題を将来に残さない
ためにも今できることをしっかりとやっていくためにも今できることをしっかりとやっていく
必要がある。問題を解決するためには、正確必要がある。問題を解決するためには、正確
な実態調査が必要であり、今年 2月の調査でな実態調査が必要であり、今年 2月の調査で
有害物質が検出されたことから、次の段階と有害物質が検出されたことから、次の段階と
して汚染の量を把握する調査が必要である。して汚染の量を把握する調査が必要である。

公明党

うざわ　悦子

民進党

中里　省三

日本共産党

大橋　みえ子

江戸川クラブ

ます　秀行
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過去の不法投棄や宅地開発で掘り返される産業過去の不法投棄や宅地開発で掘り返される産業
廃棄物、地域周辺に残る臭気などから、周辺廃棄物、地域周辺に残る臭気などから、周辺
地域一体に有害な汚染物質が埋まっている可能地域一体に有害な汚染物質が埋まっている可能
性が高いため、南葛西三丁目から五丁目にかけ性が高いため、南葛西三丁目から五丁目にかけ
て、さらなる実態調査の実施を。て、さらなる実態調査の実施を。
②これまで本区では、住宅整備基準条例に基②これまで本区では、住宅整備基準条例に基
づいて、この地域周辺の土地改良行為に対してづいて、この地域周辺の土地改良行為に対して
どのような指導を行ってきたのか。また、臭気どのような指導を行ってきたのか。また、臭気
調査で基準値を上回ったことを受け、雨水桝等調査で基準値を上回ったことを受け、雨水桝等
に施された対策の成果は。に施された対策の成果は。
③他の自治体では土壌汚染の実態調査にかかる③他の自治体では土壌汚染の実態調査にかかる
費用を補助金や融資制度の創設、基金の積み費用を補助金や融資制度の創設、基金の積み
立て等で対応している。また、土壌汚染対策立て等で対応している。また、土壌汚染対策
法のような一定の要件に基づいて汚染状況の法のような一定の要件に基づいて汚染状況の
調査を義務付ける条例や要綱の制定も対策と調査を義務付ける条例や要綱の制定も対策と
して有効であるが、問題解決に向けた現在のして有効であるが、問題解決に向けた現在の
基本的な考え方は。基本的な考え方は。
答　①悪臭等が発生した場合には調査を行い
地域へ周知している。全域での土壌調査は面積
が広大なため、実施することはできない。
②関係部署と連携し、情報公開や現場確認を
行うとともに、施設管理者に対しては区の条例
に基づいて臭気が発生した際の対応について
指導している。5月には雨水桝 34ヵ所、マン
ホール15ヵ所に防臭キャップを設置し、臭気
軽減の効果があったと認識している。
③新たな開発や建物建設の際には土壌汚染対策
法等に基づいて、適切に対処してきた。全地域
の土壌調査は考えていない。

協働の推進と、高齢者
福祉の充実のために

問　市民との協働について　市民との協働について
①市民からの新しい発想を受け止め、協働で①市民からの新しい発想を受け止め、協働で
まちづくりを進める部署の設置を。また、市民まちづくりを進める部署の設置を。また、市民

が課題と考えていることを解決するための企画が課題と考えていることを解決するための企画
を提案する公募型協働事業提案制度を。を提案する公募型協働事業提案制度を。
②活発な活動のため、基金の再構築を。②活発な活動のため、基金の再構築を。
答　①現状で対応できているため設置の予定
はないが、課題について検討していく。
②ボランティアセンターでボランティア活動費
の助成をしているため基金創設の予定はない。
問　熟年しあわせ計画及び介護保険事業計画　熟年しあわせ計画及び介護保険事業計画
①議論を深めるため、部会の設置を。①議論を深めるため、部会の設置を。
②計画の推進及び評価などの進捗状況を管理②計画の推進及び評価などの進捗状況を管理
する市民参加の常設会議体の設置を。する市民参加の常設会議体の設置を。
③地域で開催される会議と連携する仕組みを。③地域で開催される会議と連携する仕組みを。
答　①介護保険事業計画等改定検討委員会で
現場の実情等について幅広い議論をしており、
部会設置の必要性はないと考えている。
②進捗状況を管理するのは保険者、区である。
日常業務で管理を行い、決算等で公表している。
③地域の会議体の意見を聞き、連携している。

小松川・平井地域のバス交通
の課題解決の取り組みを!

問　小松川・平井地区の交通不便地域解消の　小松川・平井地区の交通不便地域解消の
ため、コミュニティバスの導入を。また、区内ため、コミュニティバスの導入を。また、区内
の交通空白・不便地域の解消に向け、今後どのの交通空白・不便地域の解消に向け、今後どの
ように取り組んでいくのか。ように取り組んでいくのか。
答　高齢化社会によるバス交通需要の高まり
への対応を検討する必要がある。バス事業者
と合理的な運営方法を研究していく中で、小
松川・平井地区にバス交通を再編することが
できるか検討していく。
問　パラリンピック開幕まで1000日となった　パラリンピック開幕まで1000日となった
ことを契機に「ボッチャ」や「シッティングことを契機に「ボッチャ」や「シッティング
バレーボール」、「ゴールボール」などを通じてバレーボール」、「ゴールボール」などを通じて
児童・生徒が障害者への理解を深めながら、児童・生徒が障害者への理解を深めながら、
多様性を学び、豊かな人間性を育むきっかけを多様性を学び、豊かな人間性を育むきっかけを

作れるよう、学校の授業の中でパラリンピック作れるよう、学校の授業の中でパラリンピック
競技の実施を。競技の実施を。
答　オリンピック・パラリンピック教育推進計画
に基づき、各学校でレガシー創造プランを作成
している。その中で、障害者スポーツの体験を
通じて障害についての正しい理解と助け合いの
大切さを学んでいる。区内の全学校がオリン
ピック・パラリンピック教育推進校に指定され
ており、今後も授業の中でパラリンピック競技
の取り組みを進めていく。
問　これまで「Edogawaごみダイエットプラ　これまで「Edogawaごみダイエットプラ
ン」に基づき、ごみ減量の取り組みを積極的にン」に基づき、ごみ減量の取り組みを積極的に
進め、着実に減少してきたが、資源回収率に進め、着実に減少してきたが、資源回収率に
ついては一層の努力が必要である。新たなリついては一層の努力が必要である。新たなリ
サイクル技術が登場する可能性も視野に入れ、サイクル技術が登場する可能性も視野に入れ、
今後「Edogawaごみダイエットプラン」をどの今後「Edogawaごみダイエットプラン」をどの
ように推進していくのか。ように推進していくのか。
答　区民の理解により、資源の再利用による
ごみ減量の成果を挙げた。経済的で合理的な
資源の再利用・ゴミ減量の方法を研究していく。
問　「区歌」を活用した本区の魅力発信を。　「区歌」を活用した本区の魅力発信を。
答　今後も区歌に対する愛着や敬意を抱いて
歌っていきたい。
問　世界最高水準の教育研究活動を見込める　世界最高水準の教育研究活動を見込める
「指定国立大学法人」に指定された東北大学の「指定国立大学法人」に指定された東北大学の
金属材料研究所との連携を。金属材料研究所との連携を。
答　金属材料研究所との連携は本区の産業振
興につながると感じているが、東北大学本体の
考えを確認する必要があるため、すぐに拠点
を整備することはできないと考えている。

生活者ネットワーク

本西　みつえ

公明党

太田　きみひろ

○固定資産税及び都市計画税の減免措置の
継続に関する意見書
〔東京都知事　あて〕

　小規模住宅用地の都市計画税を 2分の 1に軽減、小規
模非住宅用地の固定資産税・都市計画税を 2割減額、商
業地等の固定資産税・都市計画税について負担水準の上
限を 65％とする措置の 30年度以降の継続を東京都に求
める。

○東京都受動喫煙防止条例化に関する意見書
〔東京都知事　あて〕

　東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向
けて受動喫煙防止対策の一層の推進が必要である一方で、
関係事業者の理解と協力があって効果的な対策となるこ
とから、東京の実態に即した、多くの都民の理解と共感
を得られる受動喫煙防止条例となるよう、各事業者の声
に耳を傾け、その趣旨も十分に踏まえて慎重に検討を行
うことなどを都に求める。

議員から提出された議案
－意見書は各関係機関に送付しました－

2月20日（火）……… 本会議（議案上程、委員会付託）
22日（木）……… 本会議（一般質問）
23日（金）……… 本会議（一般質問）
26・27日

3月 1・2・5・6・8・12日　　
予算特別委員会

13日（火）……… 常任委員会（議案審査）

14日（水）……… 各常任委員会（請願・陳情等の審査）
23日（金）……… 本会議（委員会報告及び表決）

※本会議は午後1時、各委員会は午前10時開会予定です。

※傍聴の受付は、本会議は開会日当日の正午以降、各委員会は開会日当日の午前
　8時30分以降に区役所西棟3階の区議会事務局で先着順に受付しています。
　なお、定員がありますので詳しくは区議会事務局までお問い合わせください。

}

平成30年第1回定例会開催予定
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目で見る江戸川区議会の１年間目で見る江戸川区議会の１年間

22月月 第1回定例会において予算特別委員会を開催し、第1回定例会において予算特別委員会を開催し、
平成29年度の予算を審議しました。平成29年度の予算を審議しました。

55月月 臨時会が開催され、議長の交代や臨時会が開催され、議長の交代や
委員会のメンバーが変更になりました。委員会のメンバーが変更になりました。 77月月 江戸川区総合防災訓練では、江戸川区総合防災訓練では、

情報収集訓練や参集訓練を情報収集訓練や参集訓練を
行いました。行いました。

1010月月 第3回定例会で決算特別委員会が開催され、第3回定例会で決算特別委員会が開催され、
平成28年度の予算が適正に執行されたかを審議しました。平成28年度の予算が適正に執行されたかを審議しました。

1111月月
第4回定例会の初日に議場コンサートを開催し、第4回定例会の初日に議場コンサートを開催し、
たくさんの方に鑑賞していただきました。たくさんの方に鑑賞していただきました。
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